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 本論文は続いて、米国の所得課税を考察の対象とし、所得移転の法理 (assignment 
of income)と、鉱物産業における生産物支払(production payment)とを取り上げてい
る。所得移転の法理については、わが国にも先行業績が存在するが、本論文は、それ
を通時的かつ共時的に分析した研究として、わが国における所得移転の法理の研究に
厚みを増し、今後の発展に寄与するものと評価される。また、生産物支払に関する課
税関係は、わが国には先行業績の存在しない領域であり、本論文が行った複層的権利
関係の処理に関する裁判例と制定法の分析は、わが国の租税法が直面している様々な
権利関係の複層化への対応に大いに貢献するものと評価できる。 
 以上のように、本論文は税法上の所得の帰属概念の研究を大きく進展させるもので
はあるが、問題がないわけではない。第一に、米国での所得移転の法理には米国にお
いて膨大な先行業績が存在しているが、本論文はそれらを網羅的に考察したとは言い
難く、さらに時間を掛けた検討が必要と思われる。第二に、米国の鉱物産業における
生産物支払に関して、課税関係の考察は行われているが、その基礎にある民事上の権
利関係の把握については、さらの検討の余地が認められる。しかし、これらの点は今
後解消可能であり、本論文の価値を貶めるものではない。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。また、平成27年1月28日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果、合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
  
 
 
